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1. 平成29年3月期第2四半期の連結業績（平成28年4月1日～平成28年9月30日）

(注）平成28年10月１日付で、普通株式５株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益
を算定しております。

(2) 連結財政状態

(注）平成28年10月１日付で、普通株式５株を１株の割合で併合したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定
しております。

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期第2四半期 36,576 25.6 1,844 251.6 1,944 227.2 1,323 240.6
28年3月期第2四半期 29,123 △2.9 524 ― 594 ― 388 ―

（注）包括利益 29年3月期第2四半期 57百万円 （△77.9％） 28年3月期第2四半期 261百万円 （△21.9％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円銭 円銭

29年3月期第2四半期 207.18 ―
28年3月期第2四半期 60.83 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期第2四半期 59,768 24,615 41.2 3,854.45
28年3月期 68,118 24,861 36.5 3,892.85
（参考）自己資本 29年3月期第2四半期 24,615百万円 28年3月期 24,861百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

※29年３月期（予想）の１株当たり期末配当金につきましては、株式併合の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「―」として記載しております。株式
併合を考慮しない場合の29年３月期（予想）の１株当たり期末配当金は７円50銭となり、１株当たり年間配当金は15円00銭となります。詳細につきましては、「業
績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円銭 円銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年3月期 ― 7.50 ― 9.50 17.00
29年3月期 ― 7.50
29年3月期（予想） ― 37.50 ―

3. 平成29年 3月期の連結業績予想（平成28年 4月 1日～平成29年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有
※平成29年３月期の連結業績予想における１株当たり当期純利益につきましては、株式併合の影響を考慮しております。詳細につきましては、「業績予想の適
切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 78,000 7.0 2,800 △1.5 2,900 △3.3 1,900 △0.4 297.50



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

（注）平成28年10月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合を実施しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、期末発
行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料Ｐ.2「1.当四半期決算に関する定性的情報 （3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説
明」をご覧ください。

（株式併合後の配当及び業績予想について）
当社は、平成28年６月29日開催の第87回定時株主総会において、株式併合について承認可決され、平成28年10月１日を効力発生日として、普通株式５株につ
き１株の割合で株式併合を実施しております。また、株式併合と同日付で、単元株式数の1,000株から100株への変更を併せて実施しております。
なお、株式併合考慮前に換算した平成29年３月期の配当予想及び連結業績予想は以下のとおりとなります。

１.平成29年３月期の配当予想 １株当たり配当金 第２四半期末 ７円50銭（注１） 期末 ７円50銭（注２）
２.平成29年３月期の通期の連結業績予想 １株当たり当期純利益 期末59円50銭

（注１） 第２四半期末の配当は、株式併合実施前の株式数に対して支払われます。
（注２） 株式併合考慮前に換算した配当額であります。
（注３） 平成29年３月期の年間配当金（株式併合考慮前）予想は15円00銭となります。

※ 注記事項

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
②①以外の会計方針の変更 ： 無
③会計上の見積りの変更 ： 無
④修正再表示 ： 無

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期2Q 6,800,000 株 28年3月期 6,800,000 株
② 期末自己株式数 29年3月期2Q 413,700 株 28年3月期 413,469 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年3月期2Q 6,386,428 株 28年3月期2Q 6,386,803 株



2. 29年 3月期の個別業績予想（平成28年4月1日～平成29年3月31日） 
(％表示は対前期増減率) 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％  百万円 ％ 百万円   ％ 円 銭

通  期 77,000 6.8 2,800 △0.3 2,900 △2.8 1,900 △0.1 297.50

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 有 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の経済政策や金融当局の金融政策により雇用や所得環境

は改善に向かいつつも、個人消費の低迷が続き企業収益も円高などの影響により弱含みとなっています。海外にお

いては、米国において堅調な個人消費等により景気回復が見られる一方、中国を始めとする新興国経済の減速に加

え、英国のＥＵ離脱問題や資源国の原油安等不透明な状況が続き、日本経済の先行きに下押しとなることが懸念さ

れます。

当社グループの事業の環境は、設備工事事業につきましては、政府建設投資は昨年度に引き続き減少傾向にあり

ますが、受注・価格競争の厳しさは続くものの、受注案件は首都圏を中心に堅調に推移いたしました。しかしなが

ら、施工面においては要員の不足や資機材の高騰などが懸念されます。 

精密環境制御機器の製造販売事業につきましては、ＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）製造装置向け製品は

中国を始めとするパネルメーカーの大型投資を受け、中小型パネル向けが前四半期に比べ受注および生産が大幅に

増加しました。一方、半導体製造装置向け製品は受注環境は低迷いたしました。

こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、当第

２四半期連結累計期間の売上高は36,576百万円（前年同期比25.6％増加）、営業利益は1,844百万円、経常利益は

1,944百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,323百万円となりました。 

 

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

〈設備工事事業〉

売上高       33,038百万円 （  22.6％）

営業利益       1,675百万円 （ 172.0％）

受注高は47,517百万円で前年同期比7.7％の増加となりました。

売上高につきましては、前四半期に比べ期首繰越工事の増加により売上高は22.6％の増加となりました。完成工

事総利益率の改善もあり営業利益は前年同期の615百万円から増加し1,675百万円となりました。

 

〈機器製造販売事業〉

売上高        3,537百万円 （  62.8％）

営業利益        169百万円 （  －  ）

受注高は3,723百万円で前四半期比47.9％の増加となりました。

売上高につきましては、ＦＰＤ製造装置向け製品が前年同期に比べ大幅に増加し、売上高は62.8％の増加となり

ました。製品売上総利益率は売上高増加に伴う固定費負担の低下もあり改善し前年同期の営業損失から169百万円

の営業利益となりました。

 

（２）連結財政状態に関する説明 

資産、負債及び純資産の状況

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が59,768百万円（前連結会計年度末比8,349百万円減少）と

なりました。主な減少は、現金預金7,635百万円、および投資有価証券1,511百万円です。

負債総額は35,153百万円（前連結会計年度末比8,103百万円減少）となりました。主な減少は、支払手形・工事

未払金等5,436百万円、短期借入金870百万円および未払法人税等641百万円です。

純資産は24,615百万円（前連結会計年度末比246百万円減少）となりました。主な増加は、利益剰余金の増加

1,019百万円であり、主な減少は、その他有価証券評価差額金1,197百万円です。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、平成28年５月13日に発表いたしました平成29年３月期の連結業績予想を第２四半

期連結累計期間の業績および設備工事事業の手持工事の状況を踏まえ、売上高を81,000百万円から3,000百万円減

の78,000百万円に修正しております。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（４）追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 11,525 3,890 

受取手形・完成工事未収入金等 34,924 35,148 

製品 61 17 

未成工事支出金 773 1,235 

仕掛品 749 979 

材料貯蔵品 191 157 

その他 2,258 1,681 

貸倒引当金 △2 △1 

流動資産合計 50,482 43,108 

固定資産    

有形固定資産 4,081 4,531 

無形固定資産 269 338 

投資その他の資産    

投資有価証券 11,995 10,483 

その他 1,326 1,342 

貸倒引当金 △36 △35 

投資その他の資産合計 13,285 11,790 

固定資産合計 17,636 16,660 

資産合計 68,118 59,768 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 21,651 16,215 

電子記録債務 9,848 10,226 

短期借入金 3,300 2,430 

未払法人税等 1,096 455 

未成工事受入金 1,347 1,081 

完成工事補償引当金 44 49 

工事損失引当金 254 206 

建物解体費用引当金 88 27 

役員賞与引当金 70 - 

その他 2,060 1,454 

流動負債合計 39,762 32,146 

固定負債    

退職給付に係る負債 1,549 1,591 

役員退職慰労引当金 265 254 

その他 1,680 1,160 

固定負債合計 3,494 3,006 

負債合計 43,257 35,153 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,857 3,857 

資本剰余金 3,721 3,721 

利益剰余金 13,640 14,660 

自己株式 △740 △741 

株主資本合計 20,478 21,497 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,776 3,579 

為替換算調整勘定 108 19 

退職給付に係る調整累計額 △501 △480 

その他の包括利益累計額合計 4,383 3,117 

純資産合計 24,861 24,615 

負債純資産合計 68,118 59,768 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 29,123 36,576 

売上原価 25,853 31,893 

売上総利益 3,270 4,682 

販売費及び一般管理費 2,746 2,838 

営業利益 524 1,844 

営業外収益    

受取利息 4 2 

受取配当金 101 104 

その他 21 31 

営業外収益合計 127 139 

営業外費用    

支払利息 14 15 

為替差損 28 8 

コミットメントフィー 10 11 

その他 4 4 

営業外費用合計 57 39 

経常利益 594 1,944 

特別利益    

投資有価証券売却益 0 - 

補助金収入 - 6 

土地売却益 - 14 

独占禁止法関連損失引当金戻入額 65 - 

特別利益合計 65 20 

特別損失    

固定資産処分損 0 2 

ゴルフ会員権評価損 2 - 

建物解体費用引当金繰入額 11 - 

特別損失合計 13 2 

税金等調整前四半期純利益 646 1,962 

法人税、住民税及び事業税 147 387 

法人税等調整額 110 251 

法人税等合計 257 639 

四半期純利益 388 1,323 

親会社株主に帰属する四半期純利益 388 1,323 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 388 1,323 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △153 △1,197 

為替換算調整勘定 35 △88 

退職給付に係る調整額 △9 20 

その他の包括利益合計 △127 △1,265 

四半期包括利益 261 57 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 261 57 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

（株式併合及び単元株式数の変更）

当社は、平成28年５月13日開催の取締役会において、平成28年６月29日開催の第87回定時株主総会に株式併合及び

単元株式数の変更について付議することを決議し、同株主総会で承認可決され、平成28年10月１日でその効力が発生

しております。

 

１．株式併合及び単元株式数の変更の目的

全国証券取引所は、「売買単位の集約に向けた行動計画」を発表し、上場する内国会社の普通株式の売買単位を

100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する会社として、この趣旨を尊重し、当社普通株式の売買単位である単元株式数を

1,000株から100株に変更することといたしました。併せて、全国証券取引所が望ましいとしている投資単位（１単元

株式数あたりの金額）の水準（５万円以上50万円未満）及び中長期的な株価変動等も勘案し、当社株式に対し、より

投資しやすい環境を整えることを目的として株式併合を実施するものであります。

 

２．株式併合の内容 

①株式併合する株式の種類

普通株式

②株式併合の方法・比率

平成28年10月１日をもって、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主の所有株式５株につき１株

の割合で併合いたしました。

③株式併合により減少する株式数

株式併合前の発行済株式総数（平成28年９月30日現在） 34,000,000株

株式併合により減少する株式数 27,200,000株

株式併合後の発行済株式総数 6,800,000株

 

３．単元株式数の変更の内容 

株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更いたしました。

 

４．１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響につきましては、当該箇所に記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額  

設備工事 
事業 

機器製造 
販売事業 

合 計 

売上高          

(1）外部顧客への売上高 26,950 2,173 29,123 － 29,123 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
26 － 26 △26 － 

計 26,977 2,173 29,150 △26 29,123 

セグメント利益又は 

セグメント損失（注） 
615 △91 524 － 524 

（注）セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており

ます。

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額  

設備工事 
事業 

機器製造 
販売事業 

合 計 

売上高          

(1）外部顧客への売上高 33,038 3,537 36,576 － 36,576 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
30 － 30 △30 － 

計 33,069 3,537 36,606 △30 36,576 

セグメント利益 1,675 169 1,844 － 1,844 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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４．補足情報

（１）連結受注高

（単位：百万円）

区 分

前第２四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日

  至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日

  至 平成28年９月30日） 比 較 増 減 増 減 率

金  額 構 成 比 金  額 構 成 比

設 備 工 事 事 業 44,104 ( 94.6 %) 47,517 ( 92.7 %) 3,412 7.7 %

機 器 製 造 販 売 事 業 2,516 ( 5.4 %) 3,723 ( 7.3 %) 1,206 47.9 %

合 計 46,621 ( 100.0 %) 51,240 ( 100.0 %) 4,619 9.9 %

 

（２）個別受注高

（単位：百万円）

区 分

前第2四半期連結累計期間

（自 平成27年４月１日

  至 平成27年９月30日）

当第2四半期累計期間

(自平成28年４月１日

  至平成28年９月30日） 比 較 増 減 増 減 率

金  額 構 成 比 金  額 構 成 比

設 備 工 事 事 業 43,607 ( 94.5 %) 46,970 ( 92.7 %) 3,362 7.7 %

機 器 製 造 販 売 事 業 2,516 ( 5.5 %) 3,723 ( 7.3 %) 1,206 47.9 %

合 計 46,124 ( 100.0 %) 50,693 ( 100.0 %) 4,568 9.9 %
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